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研究成果の概要（和文）：2者間実時間動的協調性の実態を明らかにし，コミュニケーションの定量的研究基盤
の構築および協調性を操作し最適化するための基礎技術を確立する．低周波領域のフィードバック要素優位の振
る舞いと高周波領域のフィードフォワード要素優位による先行運動の振る舞いの再現を目指し，低周波領域モデ
ルと高周波領域モデルとを周波数に応じて接続することにより制御モデルの拡張を実現した．また，追跡運動制
御モデルを相互結合し，コミュニケーションモデルを構築し，コミュニケーション状態測定値やその最適化条件
探索など実験結果との比較検討した．その結果，コミュニケーション状態を定量的に操作する条件を明らかにし
た．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this project is to clarify mutual real-time dynamic 
interaction, and to construct a quantitative research of communication and to establish a 
fundamental technology in order to operate and optimize interaction. Aiming at the reproduction of 
the behavior of the preceding motion by the feedback element dominant behavior at the low frequency 
domain and the feedforward element dominant at the high frequency domain observed in the visual 
target tracking motion, we realized the extension of the tracking motion control model by connecting
 the low frequency domain model and the high frequency domain according to the target frequency. 
Moreover, we constructed the communication model by mutually connecting the tracking motion control 
models and compared model results to the experimental results of the communication state measurement
 value and its optimization condition. As a result, we clarified the condition to operate the 
communication state quantitatively.

研究分野：生体情報工学

キーワード： 生体生命情報学　知能ロボティクス　神経科学　コミュニケーション

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，他者との動的協調性(コミュニケーション)についての定量的研究に関する基盤を構築した．これに
より，人-人および人-機械のコミュニケーション支援技術を確立するものと考える．運動速度に現れるリズム成
分と運動先行性との関係が定量的に明らかになり，実験者が実験参加者の運動先行性量を制御できる．これを２
者間相互作用に応用することで，実験者が２者間相互作用の様相を変え，コミュニケーションの状態をコントロ
ールできる．このことは，コミュニケーションがうまくいっていない状況において，コミュニケーションの状態
を最適化するよう支援するインターフェース開発への応用も期待できる．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 今日，社会の中に情報システムが深く進展し，意識しない中でもそれを利用し恩恵を受け
ており，それなしでは成立しない状況となっている．さらに情報通信技術などの進展とともに，
好む好まざるに関わらず無意識のうちに情報システムに頼る状況は容易に想像できる．それゆ
え，情報システムに適合できる人と適合できない人でその恩恵を享受可能が定まり格差が生じ
るデジタルデバイドが大きな問題となる．現状では，情報通信技術を初めとするテクノロジー
の側面が主に強調されている．しかし今後は，そのテクノロジーがどのように人と人とのコミ
ュニケーションに影響を与えているかなどを明らかにする，人サイドからの研究を推進する必
要がある．さらに，デジタルデバイド解消のため，情報システムを誰もがストレスなく利用で
きる環境(設備)を整備することが重要となる． 
(2) 情報システムの特徴を考えると，意味内容を含む部分と利用者の操作意思と情報提示間の
時間関係を含む部分から構成される．意味内容を含む開発は多く行われてきたが，時間関係に
焦点を当てた議論は少ない． 
(3) 人の時間関係処理では，他者を含む環境からの情報を実時間処理しつつ能動的に相互作用
している．しかし，能動的実時間相互作用を支えるメカニズムに関する定量的実験研究および
理論的研究は充分でなく，人の実時間情報処理に関する理解の進展やその特性を活かす情報シ
ステムの開発が求められている． 
(4) 研究代表者は，「動物の脳は進化の初期において運動情報を優先的に発達させており，コミ
ュニケーションが生存競争を勝ち抜いて獲得されたものと考えると，他の個体を含めた環境と
の実時間同時性がその本質であり，その特徴を明らかにすることが重要である」という視点に
立ち，人および動物の実時間情報処理について，感覚運動制御のプロアクティブ制御を提唱し，
その定量的特性やメカニズムに関して実験的および数理モデルによる理論的研究を進めている． 
(5) 具体的には，人の感覚運動制御について環境に対する動的適応性の最適化に関する知見と
して，プロアクティブ制御が脳内の予測機構により外部環境に比して運動系を先行させ環境変
化で生じうる過渡誤差を最小にすることを示してきた．また，他者との動的協調性(コミュニケ
ーション)に関して，「運動速度リズム成分の相互引き込み」を核とする作業仮説を基に，２者
間相互作用実験において，相互作用の状態により異なる運動速度相関特性を示すこと，かつ，
その運動速度相関特性と運動速度のリズム成分との関係を明らかにし，速度相関特性による２
者間協調性の定量的評価値を実験的に見出した． 
(6) さらに，予備的な成果として，手の運動に対する追跡運動で，以下の結果を得た． 
① 運動先行性が観測される時，運動速度に視覚目標運動周波数の２倍のリズム成分が生じるこ
とを見いだした． 
② 遅延フィードバックフィードフォワード制御モデルの摂動解析により，プロアクティブ制御
が動的適応性を最適化していることの普遍性とその限界を示した． 
③ 2者間相互追跡運動において，実験参加者に課す条件により異なる運動速度相互相関特性が
現れる．協調性評価値(=ゼロ相関時間極大値と１秒付近の極小値との差)が運動速度リズム成分
値と強い相関があることを見いだした． 
④ 非線形振動子の相互結合により，相互追跡実験で得られた速度相関特性を再現した． 
(7) 以上より，社会性動物にとり重要な他者との動的協調性(コミュニケーション)について，研
究代表者らが発見した実時間相互作用の動的協調性評価方法および運動先行性を特徴とするプ
ロアクティブ制御を鍵にして， 
① 運動速度リズム成分の自己生成機構に着目した協調性メカニズムの描像， 
② 協調性最適化状態の計測とその条件の導出， 
③ 運動速度リズム成分の自己生成機構への介入および協調性の状態操作手法 
を実験的・理論的に解明することで，２者間実時間動的協調性の実態を明らかにし，コミュニ
ケーションの定量的研究基盤の構築および協調性を操作し最適化するための基礎技術を確立す
る申請研究を実施した． 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究はコミュニケーションの定量的研究の基盤を構築し，相互作用状態操作を基にする
コミュニケーション支援に向けた基礎技術を確立する．２者間実時間相互作用の動的協調性(コ
ミュニケーション)の作業仮説の因果性を段階的に理論および実験的に検証し，運動速度リズム
生成機構と協調性メカニズムの描像解明，協調性最適化状態の導出，運動速度リズム生成機構
への介入および協調性の状態操作を行うため，相互関係が定義しやすい視覚目標追跡運動を題
材にして以下を明らかにする． 
①運動速度リズム生成機構を解明するため，運動先行性と運動速度のリズム成分との定量的関
係を実験的に明らかにする．プロアクティブ制御モデルに非線形振動解が現れるように修正し，
実験結果を再現させる． 
②２者間相互作用の協調性最適状態解およびその条件を導出するため，非線形振動解を有する
プロアクティブ制御モデルを相互結合し，２者間相互追跡実験を再現する．運動速度相関特性
および運動速度リズム成分に着目し，非線形解析および数値実験により，コミュニケーション
を最適化する状態および条件を導く． 
③２者間実時間相互作用の協調性を制御する手法を開発するため，運動速度リズム成分の制御



実験を行う．追跡運動実験において視覚および聴覚刺激を付加し，運動先行性および運動速度
リズム成分の変化を計測する．さらに，相互追跡実験において，運動速度リズム成分変化を促
す刺激を付加し，コミュニケーション状態の変化を計測する．②より予測されるコミュニケー
ション最適状態へと操作可能かどうかを実験的に検証する． 
 
３．研究の方法 
(1) コミュニケーションの定量的研究基盤の構築，支援応用の基礎技術の確立を目的に，視覚
目標追跡運動を題材に人を対象とした実験と数理モデルによる理論の両面から作業仮説の因果
性を検証する． 
①運動先行性時の運動速度リズム成分の自己生成機構の解明 
②運動速度リズムの引き込みによる運動速度相関特性発現機構の解明と最適状態解の導出 
③運動速度リズム成分生成機構の調節によるコミュニケーション状態の制御 
により，コミュニケーションメカニズムの描像を明らかにし，コミュニケーション最適状態を
定量的に求め，かつ，コミュニケーション状態操作および最適状態への導入支援技術を確立す
る． 
(2) 運動速度リズム成分の自己生成機構の解明にむけて，リズム成分発生時の手動運動制御要
素を同定するため，手動運動とともに視線情報を同時測定する．運動速度，リズム成分および
運動先行性と視線情報との関係およびその時間発展を明らかにし，運動速度リズム生成機構に
関わる制御要素を導出する． 
①視線情報測定装置と手動運動位置計測装置により，視線と手動運動を同時測定可能な視覚目
標追跡運動実験装置を構築する．実験参加者の運動と視覚目標運動との関係を定量的に定義し
やすくするため，追跡運動は調和振動的にする．手動運動と視覚目標との位相差，手動運動速
度，手動運動スペクトルの関係の時間発展を定量的に求め，視線情報との相関を明らかにする．
その関係から運動先行性およびリズム成分生成に強く関連する制御要素を同定する．さらに，
手動位置計測装置を兼ねた実験装置により手動運動に摂動を加え，その定量的関係のロバスト
性を探る． 
②遅延フィードバック・フィードフォワード制御系からなるプロアクティブ制御モデルに強制
的にリズム成分を導入した数値実験を行ってきた．運動速度リズム成分，運動先行量と強い相
関のある視線情報項から同定される制御項を付加し，制御モデルを修正する．修正モデルにつ
いて摂動解析および数値解析により非線形振動解を導出し，実験時の視線情報とリズム成分の
大きさ，運動先行量との関係について，数値実験と人を対象とした実験結果と比較し，結果を
整理する．運動先行性とリズム成分との関連機構および付加非線形項，フィードバック要素と
フィードフォワード要素との関係に関連したリズム自己生成機構を明らかにする． 
(3) 運動速度リズム成分を自己生成するプロアクティブ制御モデルを相互結合したコミュニケ
ーションモデルの解析および数値実験によりコミュニケーションの理論研究基盤を構築する． 
①コミュニケーション作業仮説では，相互引き込み時に速度相関係数が相関時間ゼロに最大値
をとり，その量からコミュニケーション評価値が定まる非線形振動解をもつリズム生成プロア
クティブ制御モデル同士を相互結合する．制御モデルの位相に着目した非線形解析により，モ
デル同士の相互作用の安定性と制御モデルパラメータとの関係を求める．並行して，相互作用
数値実験により，相互引き込み現象，速度相関係数特性を計測し，コミュニケーション評価値
と制御モデルパラメータとの定量的関係を求める．相互引き込みおよびその周辺状態に着目し，
解析結果と数値実験結果を比較整理し，コミュニケーション理論を定量的に展開する． 
(4) コミュニケーションモデルにおいて，速度相関特性によるコミュニケーション評価値を基
準にして，コミュニケーション最適状態および制御モデルパラメータについての条件を理論的
に求める．人を対象とした相互追跡実験との比較により，コミュニケーション最適状態の普遍
性を検証する． 
①相互結合したリズム成分自己生成修正プロアクティブ制御モデルにおいて，相互作用状態を
摂動解析により理論的に求め，コミュニケーション評価値が最大となる運動速度リズムの条件
を導出する．最適状態およびその周辺における速度相関特性，運動速度リズムなどの時間発展
を求め，コミュニケーション最適状態へ至る制御モデルの振舞を明らかにし，協調性メカニズ
ムの理論予測を行う． 
②追跡運動実験装置を組み合わせ２者間相互追跡実験装置を構築し，相互作用実験を行う．心
理条件として，相手に遅れない，相手に合わせる の２条件を課す．両者運動の位相差，手動運
動速度，手動運動リズム成分，速度相関係数の関係を求める．実験結果と理論特性の比較を行
い，コミュニケーション最適状態の普遍性と限界を導く． 
(5) 運動速度リズムを制御し運動先行性をコントロールすることで，コミュニケーション最適
状態へ導くことを検証する．それを通じて，コミュニケーション状態% 
操作の基盤技術を確立する． 
①運動速度リズム成分を制御する手法を開発するため，追跡運動実験において視覚および聴覚
刺激の付加により，運動先行性および運動速度リズム成分の変化を計測し，実験者が運動先行
性をコントロールする可能性を探る．刺激条件，運動先行量，リズム成分および同時計測した
視線情報の解析を通してリズム成分制御に有効な制御項を導く． 
②リズム成分制御に有効な制御項の調節を相互追跡運動実験に適用する．付加刺激による運動



速度およびそのリズム成分とコミュニケーション評価値との関係への影響を定量的に明らかに
する．これを基に最適状態へ実験的に導けるかどうかを検証する．また，同時計測視線情報の
解析により相互追跡運動制御項の振舞と協調性メカニズム理論より得られた予測との比較を行
う．これを通じて，運動速度リズム成分の相互引き込みを核とするコミュニケーションの実態
およびそのメカニズムを明らかにし，コミュニケーションの状態操作基盤技術に資する． 
 
４．研究成果 
(1) プロアクティブ制御観測時の特徴である被験者の運動速度リズム機構を明らかにする研究
を実施した． 
①運動速度リズム生成機構に関わる制御要素を同定するため，視線情報測定装置と手動運動位
置計測装置により，視線と手動運動を同時測定可能な視覚目標追跡運動実験装置を構築した． 
②構築した実験システムを用いて予備的な追跡運動実験を実施した．運動速度，運動範囲，運
動種類など視覚目標運動に関する部分と視線推定精度の向上のための被験者頭部運動の制限方
法など実験環境に関連する部分など，次年度以降への被験者実験の際の実験パラメータの決定
に資した． 
(2) 追跡運動制御モデルにより運動先行性とリズム成分との関連機構及び付加非線形項,フ 
フィードバック要素とフィードフォワード要素との関係に関連したリズム自己生成機構を明ら
かにするため，制御モデル中の各情報の時間発展の詳細を追跡し，各制御項の寄与を明らかに
するための実験条件の検討を行った． 
(3)コミュニケーション状態の計測，解析および制御モデルの数値実験により，コミュニケーシ
ョンの理論研究基盤の構築を目指した． 
①前年度に検討した実験パラメータで視覚目標追跡運動実験を実施し，主に運動速度のリズム
成分に関わる事項について実験結果と制御モデルからの予測との比較検討を行い，制御モデル
の予測性能を調査した． 
②視覚目標追跡運動実験装置を相互結合し，相互追跡実験装置を構築した．コミュニケーショ
ン状態測定の予備実験を実施し，コミュニケーション最適状態測定についての実験条件の検討
を行った． 
③追跡運動制御モデルを相互結合し，コミュニケーションモデルを構築した．構築したモデル
での数値実験を実施し，コミュニケーション状態測定値やその最適化条件探索など実験結果と
の比較検討準備を行った． 
(4) コミュニケーションの理論研究基盤構築のため，制御モデルおよびコミュニケーションモ
デルの精緻化を目指した． 
①視覚目標追跡運動実験で観測される低周波領域のフィードバック要素優位の振る舞いと高周
波領域のフィードフォワード要素優位による先行運動の振る舞いの再現を目指し，制御モデル
の拡張を低周波領域モデルと高周波領域モデルとを周波数に応じて接続により実現した． 
②修正制御モデルを相互結合し，前年度構築したコミュニケーションモデルを修正した．修正
に伴い，仮想相互追跡実験再現のためパラメータ調整し，構築したモデルでの数値実験を実施
した．コミュニケーション状態測定値やその最適化条件探索など実験結果との比較検討し，コ
ミュニケーション状態を定量的に操作する条件を明らかにした． 
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